
ＣＬＴのさらなる普及について

（公社）日本建築士会連合会

名誉会長・木のまちづくり部会長

三井所 清典

公益社団法人 日本建築士会連合会



公益社団法人 日本建築士会連合会

日本建築士会連合会の取組み（１）

木のまちづくり部会等を設置し、地域の建築の
木造・木質化を推進するための活動を実施 中大規模木造設計セミナー等の展開
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中大規模木造建
築物普及ＴＦ

【平成27年度～令和元年度】
全国37建築士会でセミナーを開催

2,456名が受講

2



日本建築士会連合会の取組み（２）

新国立競技場“屋根構造の木造化”に向けた提言 オリンピックビレッジプラザ
その他の仮設建築物の木造化に係る提言

公益社団法人 日本建築士会連合会

平成28年6月

遠藤利明東京オリンピック・パラリンピック担当大臣（当
時）他関係者に、
木造・環境重視の運営を国内外にアピールするとともに、
わが国が進める低層公共建築の木造化推進に寄与するため、
ビレッジプラザをはじめとする仮設建築物についてCLT等
を用いて可能な限り木造化することを提言

平成27年8月

遠藤利明新国立競技場整備計画再検討のための閣僚会議
議長（当時）他関係者に、
わが国の木の文化を世界に向け発信するとともに、
地方の林業と木材産業の活性化に寄与するため、
新国立競技場の屋根構造の木造化を提言
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ＣＬＴのさらなる普及について（１）

公益社団法人 日本建築士会連合会

ＣＬＴを用いた多様な建築への
チャレンジ

＝ＣＬＴに関する高度な技術力を有する
設計者、施工者が主なプレイヤー

ＣＬＴを用いた建築の多くは、
１、２階の低層建築物

ＣＬＴの構造や構法的な特徴を
活かす中高層木造建築物の推進

ＣＬＴを用いた普通の建築の普及
＝地域の建築士や施工者による取組みを推進

出典：CLTを用いた建築物一覧（R元.7.31現在）

内閣官房資料から集計

■CLTを用いた建築物の階数別棟数

資料提供：（公財）日本住宅・木材技術センター

出典：（一社）日本CLT協会
「CLTを活用したパビリオン建築ガイド」
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ＣＬＴのさらなる普及について（２）

公益社団法人 日本建築士会連合会

ex.) 【中低層建築物】
✓ＣＬＴ構法による標準化された賃貸住宅
✓木造軸組みとＣＬＴのハイブリッド構法による木造校舎

（参考）ＪＩＳＡ３３０１「木造校舎の構造設計標準」
・木造軸組工構法は、多くの建築士が慣れている
・軸組工構法のフレキシブルな空間構成が魅力で普及の可能性が高い
・軸組とCLTの併用は、RC構造や鉄骨造にCLTを組み込む動機付けとなる

【中高層建築物】
✓ＲＣ造又はＳ造とＣＬＴのハイブリッド構法による事務所ビル

ex.) 現行３階まで ⇒ ６階程度まで適用可能に

多くの建築士や施工者が比較的容易にＣＬＴに取り組めるよう、
一定程度標準化されたモデル的な建築物の開発とオープン化

一般的な構造計算手法である
許容応力度等計算（ルート２）の適用範囲の拡大
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公益社団法人 日本建築士会連合会

ＣＬＴのさらなる普及について（３）

ex.) 解説書の作成、講習会の開催等

（参考）現在は３階までの接合金物が規格化
４階用は［壁ー壁］の帯金物のみ規格化

改正建築基準法により防火地域・準防火地域以外の準耐火構造による
４階建ての木造建築物の建築が可能となったこと等を受け、

ＣＬＴ構法建築物に係る一般的な防耐火の仕様や施工方法の普及

４階以上のＣＬＴ構法建築物向けの
接合金物の開発と標準化

■施工性の高い高耐力金物の開発
資料提供：（公財）日本住宅・木材技術センター
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公益社団法人 日本建築士会連合会

ＣＬＴのさらなる普及について（４）

環境都市実現のための
木造化・木質化推進あいち協議会

埼玉県木造公共施設推進協議会

■埼玉県中大規模木造建築技術者講習・登録制度

■中大規模木造建築技術者養成講座・登録制度

（平成28年4月設立）

（令和2年2月設立）（一社）埼玉県木材協会と（一社）埼玉建築士会の連携

（一社）愛知県木材組合連合会と（公社）愛知建築士会の連携
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令和2年度養成講座（令和2年10月～令和3年2月 全18講座）

設計事務所 37人 54%

木材関係 17人 25%

建材関係 2人 3%

施工会社 9人 13%

行政関連 3人 4%

合計 68人 100%

受講者の属性

■建築士以外（木材生産者等）も講習・登録が可能

平成30年度～
履修者137人

うち建築士104人
建築士以外33人


